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公共調達でスタートアップの成長を加速する
株式会社 野村総合研究所　
社会システムコンサルティング部
シニアコンサルタント　本田  和大

1	 はじめに

　近年日本においても、急速にスタートアップ支援

策の充実化が進められている。2019年には、内閣府・

文部科学省・経済産業省により「Beyond Limits. 

Unlock Our Potential ～世界に伍（ご）するスター

トアップ・エコシステム拠点形成戦略～」が制定さ

れ、これに基づき、2020 年にはスタートアップの

活性化に向けて重点的な支援を行う「スタートアッ

プ・エコシステム拠点都市」が選定された。また、

2022 年には「スタートアップ育成 5 か年計画」が

制定され、2027 年度までにスタートアップ 10 万社、

ユニコーン 100 社を創出することが目標として掲

げられている。

　同計画においては、補助金・官民ファンド等を通

したスタートアップへの資金供給の充実化や、大企

業によるスタートアップの M&A の促進に向けた税

制措置等、さまざまな施策が打ち出されているが、

こうした施策と並んで、公共調達を活用したスター

トアップの成長促進が重要施策として掲げられてお

り、具体的な取り組みとして、SBIR 制度※1 の拡充・

改善による政府調達機会の促進、地方自治体による

公共調達の促進を進めることが明記されている。さ

らに、規制改革推進会議※ 2 や、デジタル庁情報シ

ステム調達改革検討会※3 においても、スタートアッ

プからの公共調達促進に向けた調達手法の整備の方

向性について議論が行われる等、注目が高まってい

る。

　諸外国では「イノベーション志向の公共調達」と

して、公共調達を活用したイノベーション創出、ス

タートアップ成長促進施策の検討・充実化が進んで

※ 1　SBIR（Small Business Innovation 
Research）制度とは、研究開発型スター
トアップや技術シーズを活用して起業やス
タートアップへの技術移転を目指す研究者
等を支援する制度である。日本版の SBIR
制度は 1999 年から実施されてきたが、
2021 年に制度が抜本的に変更され、より
イノベーション創出を志向する制度となっ
た。本稿との関連では、研究開発成果の
出口の一つとして公共調達への接続が検
討されている点が特徴的である
※ 2　内閣府設置法第 37 条第２項に基づ
き設置された審議会。内閣総理大臣の諮
問に応じ、経済社会の構造改革を進める
上で必要な規制のあり方の改革に関する
基本的事項を総合的に調査・審議するこ
とを主要な任務とする。同会議において、
2022 年より「スタートアップ・イノベーショ
ン・ワーキング・グループ」が設置され、
スタートアップからの公共調達促進につい
ても議論されている
※ 3　「デジタル社会の実現に向けた重点
計画」（2022 年 6 月 7 日閣議決定）を踏
まえ、多様なシステム開発ニーズに対応し
ていくにあたって、従来とは異なる調達プ
ロセスや体制の見直し等、より柔軟な調
達のあり方を検討することを目的として設
置された会議体である
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いるものの※ 4、日本においては「動きはじめ」の

段階であり、特に地方自治体においては、一部の自

治体を除き十分な検討がなされていないと考えられ

る。

　以上を踏まえて、本稿では「イノベーション志向

の公共調達」のコンセプトを説明した上で、その効

果について整理するとともに、特に地方自治体にお

ける「イノベーション志向の公共調達」の実現を想

定し、具体的な施策として展開する際のポイントに

ついて提示する。

　

２	 スタートアップ支援の手段としての公共調達

1）	「イノベーション志向の公共調達」とは

　そもそも「イノベーション志向の公共調達」とは

どのような概念であろうか。公共調達とは、政府・

自治体等公共セクターが、さまざまなニーズを満た

すために、自ら発注者として民間企業等から製品や

役務、工事を調達する行為を指す。分かりやすい例

としては、役所の建屋の電球の交換や、道路の整

備、行政計画策定のための調査・研究等が挙げられ

る。「イノベーション志向の公共調達」とは、こう

した公共調達を、イノベーションの創出やスタート

アップの成長促進という観点で設計し、活用するも

のである。「イノベーション志向の公共調達」にお

いて対象となるのは、行政の課題領域（調達ニーズ）

と、スタートアップが提供する製品・サービスが重

なり合う領域であり、スタートアップの革新的な製

品・サービスについて、公共セクターがアーリーア

ダプターとして購入することで、スタートアップの

製品・サービスの開発の促進、民間市場や他の公共

セクターへの展開等につながることが期待される。

　一方で、スタートアップからイノベーティブな製

品・サービスを調達するといっても、既に実用段階

にある製品・サービスの調達を行うのか、研究開発

支援を実施した上で調達を行うのかによって、公募

の方法や推進体制の構築等、制度設計の考え方が異

なる。前者については、製品・サービスをそのまま

調達するのか、行政現場等への適用可能性について

実証を行った上で調達するのかによっても制度設計

のあり方が異なる。これらを踏まえて、本稿では「イ

ノベーション志向の公共調達」を「直接調達型」「実

  図表 1	「イノベーション志向の公共調達」の類型化の考え方

  出所）NRI 作成

※ 4　例えば、EU においては、EU 加盟
国を対象とした研究・イノベーション促
進政策として、公共調達をイノベーション
に活用するさまざまなプログラムが提供
されている。また、米国においては、研
究開発支援と公共調達を一体的に行う
SBIR 制度が展開されている
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証型」「研究開発支援型」の三つに類型化した。類

型化の考え方および、各類型の概要は、図表 2 の通

りである。

2）　「イノベーション志向の公共調達」に関連する	

	 事例

　「直接調達型」「実証型」「研究開発支援型」の各

類型について、具体的な取り組み事例を紹介する（図

表 3）。

（1）	「直接調達型」の事例：トライアル発注制度

　「直接調達型」に関連する取り組みとして、トラ

イアル発注制度が挙げられる。トライアル発注制度

は、自治体の長が新たな製品やサービスの生産に取

り組む事業者を認定し、新しい製品やサービスを、

随意契約等を通して調達する仕組みである※5。トラ

  図表 3	「イノベーション志向の公共調達」の類型ごとの事例の概要

  注）	なお、いずれの事例もすべての成果が公共調達につながるとは限らない
  出所）NRI 作成

※ 5　随意契約による調達の実施には、
さまざまな法令等による制限があるが、
トライアル発注制度を実施している自治
体においては、地方自治法施行令第 167
条の 2 の 4 における随意契約が認められ
る場合の定め「新商品の生産により新た
な事業分野の開拓を図る者として総務省
令で定めるところにより普通地方公共団
体の長の認定を受けた者が新商品として
生産する物品を、普通地方公共団体の規
則で定める手続により、買い入れる契約
をするとき」を適用している

  図表 2	「イノベーション志向の公共調達」の3類型の概要

  出所）NRI 作成
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イアル発注制度は、さまざまな自治体で実施されて

いるが、スタートアップを対象とした事業というよ

りは、中小企業全般を対象としている場合も多く、

製品・サービスの認定のみにとどまり、調達が行わ

れていない事例も見られる。

　スタートアップを対象とし、行政課題解決に資す

る新しい製品・サービスを認定し調達を行うことに

よって「直接調達型」の「イノベーション志向の公

共調達」としての機能の発揮が期待される制度であ

る。実際にこうした動きは自治体に出てきており、

全国で初めてトライアル発注制度を導入した佐賀県

は、同制度をスタートアップ育成に活用するため

2021 年に制度改定を行っている（図表 4）。

（2）	「実証型」の事例

　「実証型」は、さまざまな行政課題をテーマとし

て設定し、スタートアップの製品・サービスが課題

解決に資するかどうか実証を通して検証した上で、

調達を行う取り組みである。スタートアップの募集

方法として、通常の公募形式を取る場合と、ビジネ

スコンテスト形式を取るものがある。

（ア）	SIR（Startup in Residence）プログラム※6 

　SIR（Startup in Residence）プログラムは、政府・

自治体等が抱える課題の解決に資するイノベーティ

ブな製品やサービスをスタートアップから募り、研

究開発や実証を促進するプログラムである。世界各

国のさまざまな自治体や政府が同様の取り組みを

行っているが、本稿ではアムステルダム市の事例に

ついて簡潔に紹介する。アムステルダム市の SIR プ

ログラムは、図表５のようなフローで運営される。

　プログラムの運営主体は、アムステルダム市の

CTO オフィス（産業系部局に該当）である。CTO

  図表 4	 佐賀県におけるトライアル発注制度の概要

  出所）	佐賀県ウェブサイトより NRI 作成

  図表 5	 SIR のフロー

  出所）	City of Amsterdam「Startup in Residence Toolkit」（2020 年）より NRI 作成

※ 6　City of Amsterdam「Startup in 
Residence Toolkit」（2020 年）
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オフィスは、発注者の立場となる原課や関連機関等

と接触し、解決したい課題テーマの整理と製品・サー

ビスに関する要求仕様を作成し、スタートアップを

公募する。プログラム運営部局と発注部局が異なっ

ているが、実証プログラムの予算は、CTO オフィ

スが負担し、本格的な調達段階では原課や関連機関

等において予算を確保する形式を取っている。

　審査を経て採択されたスタートアップは、専門家

によるメンタリングやさまざまなトレーニングメ

ニューの提供を受けながら、6 カ月程度の実証を進

め、その成果を“Demo Day”を設けて発表を行う。

実証において期待される成果を示せた製品・サービ

スについては、実際の調達が行われる仕組みである。

（イ）	先端事業普及モデル創出事業（King Salmon 	

	 Project） ※ 7 

　2019 年度にスタートした先端事業普及モデル創

出事業（King Salmon Project）は、東京都が都政

の課題に基づいて設定したテーマについて、スター

トアップから課題解決に向けた提案を募集し、実証

を通して成果が挙がった場合に調達を行う取り組み

であり、本事業は「グローバル市場を席巻する課題

解決型のスタートアップ企業」の創出を目指してい

る（図表 6）。

　同事業においては、都の産業系部局がプログラム

の運営主体となっている。実証テーマ設定段階で

は、産業系部局が、都政の課題領域とスタートアッ

プが提供するソリューションが重なり合う領域につ

いて課題仮説を検討するとともに、関連する原課に

アプローチし、聞き取りを行う。その上で、海外展

  図表 7	 King Salmon Project のテーマと採択企業（2020年）

  出所）東京都ウェブサイトより NRI 作成

※ 7　 東 京 都 ウェ ブ サ イト（https://
kingsalmon.tokyo/） 2023 年 4 月 30 日
参照。なお、本事業は、東京都スタートアッ
プ・国際金融都市戦略室において実施さ
れて おり、 後 述 する「UPGRADE with 
TOKYO」は東京都産業労働局において
実施されている

  図表 6	 King Salmon Project のフロー

  出所）東京都ウェブサイト、ヒアリングより NRI 作成

https://kingsalmon.tokyo/
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開等によりスタートアップやスタートアップが扱う

製品・サービスの市場の成長が見込まれる領域を検

討し、募集課題を設定する。実証では、産業系部局・

原課・スタートアップが連携し、都政の現場におい

て製品・サービスの導入に向けた実証を行う。前述

のように同事業は「グローバル市場を席巻する課題

解決型のスタートアップ企業」の創出を目指してお

り、実証において成果が挙がった製品・サービスに

ついて、東京都がアーリーアダプターとして調達を

行うとともに、海外の展示会への出展支援や海外企

業向けのピッチイベントを開催する等、海外展開に

ついても支援する。実証に関する予算は産業系部局

が確保し、本格的な調達に至る場合は原課や関連機

関において予算を確保する形式を取っている。

　第 1 期となる 2020 年は採択企業が 4 社であり

（図表 7）、このうち、株式会社イノフィスの製品は、

東京都の福祉施設での実証に加え、福祉系学科があ

る都立学校への導入（公共調達）へとつながった。

（ウ）	UPGRADE with TOKYO

　東京都が実施する「UPGRADE with TOKYO」も

「実証型」の取り組みである（図表 8）。前述の「King 

Salmon Project」と異なる点は、スタートアップ

の評価をビジネスコンテスト形式で実施する点であ

る。

　同事業も、産業系部局がプログラムの運営主体と

なっており、原課から課題候補を募った上で、ス

タートアップの事業との親和性や今後の市場性等を

加味して課題テーマを設定する。課題テーマ設定後

は、課題の解決に資するスタートアップを募集し、

書面審査とプレピッチにより、ピッチイベントに参

加する事業者の選抜を行う。その後、ピッチイベン

トにおいて最も優れた提案を行った優勝企業等につ

いて、都政の現場に適用するための協働プロジェク

ト（実証）を実施する。このようにビジネスコンテ

スト形式で提案を募集・採択することで、募集段階

からスタートアップの製品・サービスを PR するこ

  図表 8	 UPGRADE with TOKYOのフロー

  出所）NRI 作成

  図表 9	 UPGRADE with TOKYOにおける随意契約による調達の認定を受けた企業の例

  出所）東京都ウェブサイトより NRI 作成
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とができる。優勝企業等は、前述の「トライアル発

注制度」と同様の地方自治法施行令に基づく認定を

受けることができ、実証において成果を挙げた企業

については、東京都による調達につながる場合もあ

る。実際に東京都による随意契約による調達が可能

となる認定を受けた企業が出ている（図表 9）。

　他事例と同様に、実証に関する予算は産業系部局

において確保しており、原課がスタートアップとの

共同プロジェクト（実証）に取り組みやすい仕組み

を取っている。

（3）	「研究開発支援型」の事例：新SBIR制度

　米国の SBIR 制度を参照し、2021 年度より運用

が始まった日本版の新 SBIR 制度は「研究開発支援

型」に該当する制度である。同制度では、中央省庁

等が自らの調達ニーズや、所掌する領域の政策課題

に基づいて、研究開発課題を設定する。その上で、

  図表 10	  スタートアップにとっての「イノベーション志向の公共調達」のメリット

  出所）自治体およびスタートアップへのヒアリング等より NRI 作成

  図表 11	  地方自治体にとっての「イノベーション志向の公共調達」のメリット

  出所）自治体ヒアリング等より NRI 作成

※ 8　新制度運用開始から間もなく、成
果の公共調達については今後検討がなさ
れていくと考えられる
※ 9　PoC（Proof of Concept：概念実証）
とは、新たなアイデアやコンセプトの実
現可能性やそれによって得られる効果な
どについて検証すること
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スタートアップ等の研究開発を支援し、実用段階に

至った場合の出口の一つとして、政府による調達

が検討される仕組み※ 8 となっている。同制度では、

研究開発の段階を、フェーズ 1：PoC※9 やフィージ

ビリティースタディー、フェーズ2：研究開発、フェー

ズ 3：事業化準備の 3 段階に分け、それぞれに応じ

た事業期間・支援規模を設定している。なお、次の

フェーズに移行する際は、ステージゲート審査を突

破する必要があり、採択されたスタートアップは、

次のフェーズに向けて事業期間内に一定の成果を出

すことが求められる。

3）	「イノベーション志向の公共調達」によりもた	

	 らされるメリット

　以上、イノベーション志向の公共調達の具体的な

事例について整理を行ったが、これらの取り組みで

は、受注側のスタートアップ、発注側の地方自治体

それぞれに図表 10・11 のようなメリットが期待さ

れている。

3	 地方自治体における「イノベーション志向の公	

	 共調達」の実現に向けたポイント

　地方自治体にとって、スタートアップの製品や

サービスを調達する際の懸念は、調達実績がない新

しい製品・サービスを導入しても、期待された効果

が挙がらない場合のリスクであろう。この点で本稿

において提示した「直接調達型」のスキームでスター

トアップからの調達を促進することは、地方自治体

にとってはハードルが高いと考えられる。また「研

究開発支援型」の取り組みは、実証の前段階である

研究開発から支援を行うものであり、成果が挙がる

のに複数年かかることが想定され※ 10、数年後の調

達を見据えて制度設計を行うことは多くの地方自治

体にとっては、ハードルが高いと考えられる。

　こうした点を踏まえて、筆者は、地方自治体が「イ

ノベーション志向の公共調達」を導入する際は「実

  図表 13  実証テーマ候補の検討ステップ

  出所）	NRI 作成

  図表 12  「実証型」のプロセス

  出所）NRI 作成

※ 10　前述の新 SBIR 制度もフェーズ 1
から調達段階に至るまで複数年かかるこ
とを想定している
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証型」の施策で実績を積んでいくことが望ましいと

考える。そのため、本章では「実証型」の施策を展

開する際のポイントについて、四つの段階別に整理

する（図表 12）。

1）	 実証テーマの設定

（1）	実証テーマ候補の検討ステップ

　実証テーマの候補となる課題は、三つのステップ

で絞り込みを行うことがふさわしい（図表 13）。

（ア）	 行政課題の整理

　実証型の取り組みを行う場合、地方自治体側の取

りまとめ役はスタートアップ育成を担う産業系部局

がふさわしいと考えられるが、実際にスタートアッ

プの製品・サービスにより解決を目指す行政課題を

抱えているのは、さまざまな原課である。そこで、

原課からニーズや実証テーマ案を吸い上げる「ボト

ムアップ型」、もしくは、原課に対して実証テーマ

案を提案する「トップダウン型」のいずれかの方法

により、産業系部局は原課と連携して実証テーマの

候補となる課題を整理することが求められる（図

表 14）。本稿で紹介した事例の中でも、東京都の

「UPGRADE with TOKYO」、アムステルダム市の

SIR はボトムアップ型の仕組みを取っており、東京

都の「King Salmon Project」は産業系部局からの

仮説の提示と、原課からの聞き取りを同時並行で進

める形式であり、ボトムアップ型とトップダウン型

を組み合わせた仕組みを取っている。

（イ）	スタートアップの探索

　行政課題の明確化を行った後は、行政課題の解決

に資する可能性がある製品やサービスを有するス

タートアップを探索することが求められる。域内産

業の育成という観点では、域内に本社や拠点を置く

スタートアップを対象とすることが有効であるが、

実証を通して域外スタートアップと関係性を構築し

その後の進出等につなげることを企図して、域外の

スタートアップをも対象とすることも一つの選択肢

である。

（ウ）	市場性の検討

　「イノベーション志向の公共調達」は、行政課題

の解決を起点としてスタートアップの成長を促進

し、その先の域内産業の成長を目指す取り組みであ

る。そのため、実証テーマ候補となる領域がその後、

市場の成長が見込まれる領域かどうか検討する必要

  図表 14  実証テーマ設定のための原課との連携のあり方

  出所）	NRI 作成
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がある。なお、スタートアップの中には海外市場へ

の展開を志向する企業も多く、国内市場だけでなく、

国外市場の状況についても検討することが重要である。

　具体的には、市場規模の見通しや、市場のプレー

ヤーの状況、当該領域のスタートアップの資金調達

の状況等、さまざまな検討事項が考えられるが、人

的リソースの関係上、自治体だけで検討することが

難しいことも考えられる。その場合は、ベンチャー

キャピタルや、関連領域のスタートアップへのヒア

リングによって見通しをつけることも有効である。

　

（2）	実証テーマの設定

　（1）に示したステップで、テーマ候補を整理し

た後は、実際にスタートアップからの提案を募集

するために、公募資料に掲載する実証テーマとし

て記載ぶりを整理する必要がある。図表 15 に示す

「UPGRADE with TOKYO」において公募された実

証テーマを例に説明する。

　まず重要となるのは、行政側が解決したいと考え

ている課題について明確に記載することである。こ

こでは「南大沢地区の集客と滞在に資する魅力的な

  図表 15  「UPGRADE with TOKYO」におけるテーマの例

  注）	XR とは、現実には存在しない仮想的なコンテンツと現実世界とをテクノロジーによって融合し、さまざまな体験を生み出す技術を指す。	
		  具体的には、VR（仮想現実）や、AR（拡張現実）といった技術が挙げられる
  出所）東京都ウェブサイトより NRI 作成（一部項目名を本稿用に変更）

資源の活用とその情報発信」「丘陵地における移動

の利便性提供・高齢者等の移動負担軽減」という二

つの課題について端的に整理されている。東京都に

おいては課題の明確な定義のために、産業系部局と

原課・関連機関等において綿密なコミュニケーショ

ンを取るとともに、関連領域の専門家へのヒアリン

グ等を実施している。

　さらに、課題に対応するために求めるソリュー

ションの例についても記載している。このような例

を記載することによって、提案を検討するスタート

アップにとって、課題のイメージやアプローチの具

体化につながりうる。ただし、行政側が想定してい

ないようなイノベーティブな製品・サービスの提案

を求めるという観点では、アプローチ方法を事前

に限定することは望ましくなく「UPGRADE with 

TOKYO」においても抽象的な表現と製品・サービ

スの例に記載をとどめている※11。

※ 11　アムステルダム市の SIR において
も課題を明確に記載する一方で、アプロー
チ方法を強く限定せず、スタートアップ
からの自由な提案を促すような仕組みを
取っている
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2） 	公募

　実証テーマの設定後は、スタートアップからの

提案を募集する。募集方法は、通常の公募形式や

「UPGRADE with TOKYO」のようにビジネスコン

テスト形式による方法がある。

　なお、経営資源に限りがあるスタートアップは、

行政の公募情報を常にウオッチしているとは限らな

い。そこで、ベンチャーキャピタル等、スタートアッ

プとネットワークを有する組織への案内や、スター

トアップが参加するイベント等での周知等を行うこ

とも望ましい。

３）製品・サービスの実証

　事業者の選定後は、スタートアップの製品・サー

ビスが行政の現場において効果を発揮するかどうか

実証を行う。2 章で述べたように、行政現場で得ら

れる実証データは製品やサービスの改善に有効であ

り、実証フィールドを積極的に提供することが重要

である。さらに、実証は、産業系部局だけでなく、

課題を抱える原課と連携して実施することが前提と

なる。また、本稿で紹介した事例はいずれも実証の

費用を産業系部局で負担することで、原課とスター

トアップとの協業を促進している。

4）	 調達

　実証において製品やサービスの効果が確認された

場合は、公共調達へと進む。ここで課題となるのが、

行政課題を抱える原課においてすぐに調達予算を確

保することが難しい点である。例えば、実証期間中

から原課にて予算の確保の準備を行うことや、産業

系部局において、実証の成果の初期的な導入予算を

確保しておくことが対策として挙げられる。

４	 おわりに

　本稿では、近年議論が本格化している「イノベー

ション志向の公共調達」のコンセプトについて整理

するとともに、地方自治体における実現を想定し、

行政現場における実証により期待する効果が確認さ

れたのち、その製品やサービスを公共調達に結びつ

ける「実証型」の施策を取り上げ、施策を展開する

ためのポイントを整理した。

　最後にスタートアップにとっての制度の「使いや

すさ」についても触れたい。経営資源に限りがある

スタートアップは、バックオフィス体制が盤石では

なく、行政の事業を受ける際のさまざまな事務が大

きな負担になることも考えられる。こうした事務負

担によって実証が停滞することは、避けなければな

らない。スタートアップを対象とした事業を設計す

る際は、これまで通りのやり方を踏襲するのではな

く、制度の「使いやすさ」を考慮して、できるだけ、

負担が少ない形で事業を受けられるように工夫をす

ることが求められる。

　本稿で述べた内容が、公共調達をスタートアップ

支援に生かすという新たな潮流の中で、地方自治体

の政策担当者の一助となることを祈念して、本稿を

締めくくりたい。
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